
 

（第２号様式）   
令和５年３月 31 日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立津久井高等学校（全日制）  

令和４年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 
学校関係者評価 

（３月 13日実施） 
総合評価（３月 13日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等  成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①社会に出て活

用できる基礎、

基 本 的 な 学 力

（確かな学力）

を身に付けるた

めのきめ細かい

学 習 指 導 を 行

う。  

②本校の育てた

い生徒像の実現

に向けた特色の

ある教育課程を

編 成 し て い

く。  

①これまでの取
組みを生かし、
引き続き「わか
る授業」を目指
すとともに、地
域探究をベース
とした主体的な
探究活動を進め
る。さらに一人
一台端末の導入
に 対 応 し た 、
ICT の授業への
積極的な活用を
実践する。 
②令和４年度入
学生の新カリキ
ュラムの円滑な
実施に取組み、
令和５年度につ
なげていく。 

①生徒による授業
評価等を活用し
て、生徒の状況を
把握し、生徒のニ
ーズに合った学習
活動を行う。 
②新教育課程につ
いては選択科目に
おける増加単位等
を活用して、生徒
の多様な進路実現
を図る。 
 
 
 

①生徒による授
業評価の学習に
向かう姿勢の肯
定的評価の割合
が 85％以上にな
ったか。 
①各科目の年間
授業時数の概ね
５割の時間を、
一人一台端末を
活用した活動と
できたか。 
②１・２年生に
よる地域探究活
動の発表を実施
することができ
たか。 
②地域との協働
を実践し、キャ
リア教育との連
結を図ることが
できたか。 

①基本的な学力を付けさせるた
め、ニーズに合った学習活動を
行い、生徒に学習に向かう姿勢
を付けさせ、学力の向上につな
げることができている。 
新教育課程となった１学年にお
いては、一人一台端末を用いた
授業を行った。生徒は中学校に
おいても端末を活用した経験が
あり、高校における活用も円滑
に進んだ。 
②次年度の選択科目について
は、地域とも連携する科目の設
定など、生徒の多様な進路実現
を図るための科目設定を行っ
た。 

①一人一台端末を前提とし
た授業については、各教科
において工夫を凝らし、タ
ブレット端末を活用した活
動を行った。しかし、生徒
の端末購入率も 100％に届
かず、また管理に課題があ
り、今後の改善課題であ
る。 
②地域とのつながりを大切
にするとともに、生徒が地
域に貢献するためのキャリ
ア教育を充実させていく。 

① 一人一台端末は決し
て安価ではないの
で、貸与の準備を十
分に整えてほしい。
また未購入の家庭へ
の呼びかけを継続し
つつ、生徒が購入で
きないことで家庭と
の板挟みにならない
よう、留意してほし
い。 

 

① 一人一台端末について、
未購入の家庭が 1 割程度
あること、端末を学校に
持ってこない生徒が一定
数いること、複数学年に
なると貸与の台数が不足
する事態が想定されるこ
となど課題はある。教職
員の ICT 活用が進み始め
ており、成果もあるが、
全学年で実施される令和
６年度に向け、整備が求
められる。 

② 探究活動が教科横断的に
津久井高校のカリキュラ
ムの軸となることが目標
である。どの授業でもコ
ミュニケーション能力の
伸長を図り、アウトプッ
ト能力を高める場面を増
やしていく。 

① 複数学年で実施となる
ので、貸与の場所や管
理についてルールづく
りが必要である。令和
５年度より学務推進グ
ループの所管事項とし
て、学年と連携しなが
ら方策を立てていく。 

① 安価ではないことは理
解しつつも、情報活用
能力は社会人として必
須の能力である。引き
続き端末の準備を家庭
に呼び掛けていく。 

② 授業改善研修を効果的
に実施し、ICT の利活
用をさらに進めるとと
もにカリキュラムマネ
ジメント意識を共有し
ていく。 

 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

①モラル・マナ

ー・ルールを遵

守する心を育成

し、高校生とし

て良識ある行動

ができるように

規範意識を高め

る。  

②コミュニケー

ション能力を育

成 す る と と も

に、様々な生徒

がそれぞれの得

意分野で主人公

となって学校生

活や学校行事に

取り組めるよう

な支援体制の充

実を図る。 

  

①服装指導、頭
髪指導を中心に
全職員で連携し
た指導体制の充
実を図る。 

①交通安全の意
識 を 高 め る べ
く、バイク通学
等に係る交通安
全教育の充実を
図る。 

②生徒会活動、
委員会活動、部
活動を促進し、
生徒のコミュニ
ケーション能力
および行動力を
育成する。 

②生徒一人一人
に対して、教員
がチームとなっ
て支援できる体
制をつくる。 

①生徒・保護者に
対して指導の徹底
を周知するととも
に、日頃から職員
で連携して指導に
当たることを徹底
する。 

①定期的なバイク
の安全点検や講習
会を通じて交通安
全への意識を高め
る。 

②学校行事に生徒
の声を反映し、活
躍の場を提供す
る。また、部活動
加入、継続の支援
を継続する。 

②外部支援機関と
の連携を深め、支
援体制を確立す
る。 

①各学年が連携し
て、学校として
統一した指導を
実現できたか。 

①安全点検や講習
会を計画的に実
施し、両校が交
通安全教育に連
携して取り組め
たか。 

②生徒会、委員会
をはじめ、生徒
が発案した企画
を学校行事等に
盛り込むことが
で き た か 。 ま
た、部活動加入
率、継続率が増
加したか。 

②外部支援機関と
も連携し、学年
を横断した情報
共有を実現し、
支援体制・ｽｷﾙを
共有することが
できたか。 

①生徒・保護者に対して指導の
徹底を周知するとともに、日頃
から職員で連携して指導に当た
ることができた。さらに、次年
度に向けて生活指導のあり方に
ついて見直し作業を進めてい
る。 
①文部科学省事業の学校安全総
合支援事業の指定も受けて、定
期的なバイクの安全点検や講習
会を通じて交通安全への意識を
高めることができた。 
②学校行事の中で生徒が主体的
に動く場面を作れた。また、部
活動加入率が、36.6％から
40.1％に、継続率が 76.4％か
ら 82.6％に上昇した。 
②外部支援機関と継続して連携
することができたが、生徒から
の相談件数が減った。また、支
援体制・スキルの共有について
はその場面を作り出すことがで
きなかった。 

①各学年が連携して、学校
として統一した指導が実現
できるような工夫が必要で
ある。 
①４月から施行される自転
車乗車時ヘルメット着用努
力義務化も踏まえて、バイ
ク通学者だけでなく生徒全
員に対して交通安全への意
識を高める工夫が必要であ
る。 
②生徒会活動や委員会活動
を促進し、学校生活や学校
行事での生徒の活躍の場を
増やしていく。 
②生徒、教員の困り感を具
体的に把握し、外部機関と
連携し支える体制を整える
ために、教員研修の機会を
定期的に設けて全ての教員
のスキルアップを図る。 

① 学校の変容に応じた
生活指導について理
解した。反社会的行
為と、日常生活のル
ールの遵守について
は異なるアプローチ
で生徒への働きかけ
をしていくことにつ
いて、同意した。 

② 教育相談の重要度が
高まっていることに
ついて、不登校や引
きこもりの生徒が中
学校では１割近くお
り、今後も増加が見
込まれることから、
対策が求められてい
る。津久井高校でも
生活指導を含む教育
相談体制を整えなが
ら、引き続き丁寧な
対応を進めてほし
い。 

① 生活指導グループリーダ
ーを中心にこれからの生
活指導について方向性を
出すことができた。 

① 新たなルールの定着には
一定の時間が必要であ
り、課題も見えてくると
考えている。課題の克服
を全職員で協力しながら
進めていく。 

② 教育相談の需要はさらに
高まっていくと考えられ
る。不登校の生徒に対す
る ICT の活用の可能性
や、外部機関との連携な
ど、チーム学校で対応す
る体制を整えていく。 

① 新しい生活指導につい
て、生徒保護者への理
解を求めて、定着を図
っていく。 

① 令和５年度も継続する
学校安全総合支援事業
を活用し、神奈川県内
で唯一の原動機付自転
車通学実践校として、
引き続き交通安全の充
実を図る。 

② SC や SSW と連携し、個
別最適な支援を追求
し、教育支援、教育相
談、生活指導を一体の
ものとして進めてい
く。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 
学校関係者評価 

（３月 13日実施） 
総合評価（３月 13日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等  成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

①一人ひとりの

進路実現に向け

て、職業観や勤

労観を育成でき

るよう、計画的

かつ継続した指

導体制及び支援

体制の充実を図

る。   

②福祉科におい

ては、介護福祉

士養成を主とし

た福祉教育の充

実を図る。  

①自己実現や社
会貢献への意欲
を見出し、自ら
のキャリアプラ
ンを築けるよう
に、系統的な指
導や支援の充実
を図る。 
②地域福祉に貢
献できる福祉人
材を育成するた
めの教育を充実
させる。 

①進路説明会等を
企画・実施し、的
確な情報提供や助
言を行う。 
①「地域探究」の
活動を通して、地
域の産業にも目を
向けて、地域に対
する理解と興味・
関心を広げ、進路
実現につなげられ
るように支援す
る。 
②地域施設におけ
る実習等をとおし
て、福祉職に対す
る職業観を育み、
介護福祉士養成に
向けた指導の充実
を図る。 

①地域産業にも
目を向けた的確
な情報提供・助
言に資する進路
説明会の改善を
図ることができ
たか。 
①進路未定の卒
業生の人数を前
年度より減少さ
せることができ
たか。 
 
②介護福祉士の
合格率７割を達
成することがで
きたか。 

①進路説明会等を実施し、進路
実現のための情報提供や動機づ
けを図ることができた。 
①「地域探究」の活動を通し
て、地域に対する理解と興味・
関心をひろげ、自分の進路実現
につながる一歩を築く支援がで
きた。 
①進路未決定者の割合として
は、昨年度が 14.7％、今年度
（2/28 現在）は 11.9％と減少
している。 
②25 名が受検し、合格基準点
を上回る得点率を達成した。 
（3月 24 日合格発表） 

①地域の上級学 
校や施設・企業・自治体活
動等との連携した効果的な
進路説明会等を模索してい
く。 
①地域探究活動（総合的な
探究の時間）を自己実現・
進路実現を図る機会を捉
え、活動場面を幅広く提供
できるよう、活動の枠組み
を引き続き整備・点検して
いく。 
②今年度の合格状況を分析
し、次年度の国家試験対策
等の計画を立てていく。 

① 地域で就職する生徒
に対し「地域探究」
の実践を通じて地域
理解が進み始めたこ
とに一定の成果が認
められており、さら
なる充実を図ってほ
しいと考えている。 

② 進路未決定の卒業生
の追跡調査をし、そ
の後進路決定に至っ
たかの把握に努める
ようお願いしたい。 

① 進路未決定の卒業生に対
するフォローについては
実施してこなかった。卒
業生に対するフォローア
ップも検討課題である。 

② 福祉科では国家試験の得
点が伸長しており、着実
に成果が顕れている。 

① 学校関係者評価を受け
forms などを活用した
卒業後フォローアップ
方策を検討し、卒業生
の状況を把握する。 

② 福祉科における国家試
験は引き続き高い合格
率を目指し対策を継続
していく。 

４ 地域等との協働 

①地域の中の高

校として、本校

を含めた地域の

活性化を図ると

ともに、地域に

貢献できる人材

育成を推進して

いく。  

②学校の情報を

積 極 的 に 発 信

し、家庭や地域

社会から理解さ

れ愛される学校

づくりを推進す

る。  

①地域に興味・
関心を持ち、地
域の課題を認識
し、地域と協働
して課題を解決
する能力を身に
付けさせる指導
体制を整える。 
②ＰＴＡ活動を
通して家庭との
連携を図り、学
校情報を積極的
に 発 信 し て い
く。 

①「総合的な探究
の時間」における
「地域探究」を軸
として、教科横断
的に地域を知り、
地域と関わる機会
を提供する。 
①「地域探究」の
活動を通して、地
域と協働しながら
課題を解決するプ
ロセスを経験させ
る。 
②生徒活動やＰＴ
Ａ活動の様子をＨ
Ｐや広報誌を通し
て月２回を目標に
情報更新・発信し
ていく。 

①活動計画に沿
って、探究成果
を発表会でｱｳﾄﾌﾟ
ｯﾄすることがで
きたか。 
①地域と協働し
た活動場面が昨
年度より増加し
たか。 
②月２回、学校
情報を更新・発
信することがで
きたか。 

①地域探究活動の研究指定校と
して、生徒・職員が一体となっ
て活動を展開し、探究成果を校
内外で発表し、生徒の探究心の
喚起にも一定の成果を得ること
ができた。 
①地域探究活動を通して、地域
と協働する場面が飛躍的に増加
した。 
②広報誌を通して学校の様子を
発信することができた。また、
HP の学校紹介動画をビジュア
ル的な切り口で再構成し、２年
ぶりに更新した。PTA 運営委員
会においては学校の様子を幅広
く丁寧に伝えることができた。 

①活動を安定的に維持継続
していくために、今年度の
活動を踏まえたパッケージ
ング化や交流促進に向けた
関係機関等との対話を定期
的に行うなど、活動の立て
つけメンテナンスを怠らな
いようにする。 
②HP 更新の体制と手順を見
直していく。広報誌のHP掲
載も進める。 

① 地域へのアプローチ
が福祉科主体であ
り、普通科の取組が
不足しているように
感じられた。令和４
年度よりスタートし
た「総合的な探究の
時間」を軸とした普
通科による地域との
協働等をとおして、
普通科における地域
へのアプローチを期
待する。また本アプ
ローチは生徒の進路
実現にも資するもの
と捉えてほしい。 

 

① 令和４年度に指定を受
けた教育課程研究開発
校「総合的な探究の時
間」における「地域探
究」の取組は令和４年
度のもっとも大きな教
育成果であると考えて
いる。課題は継続性と
発展性であり、特に生
徒のアウトプットの機
会の充実や、進路実現
にもつなげていくこと
が求められる。 
 

② 令和５年度は普通科全
学年で「地域探究」を
実践することになる。
特に３学年では実践成
果を踏まえた進路実現
を図る。本実践をキャ
リア教育の充実を含
め、より深い学びにつ
なげていく。 

 

５ 
学校管理 
学校運営 

①働き方改革を

推進し、生徒と

教員が相互に関

わる時間の確保

を行う。  

②防災意識を高

め、自分のいの

ちは自分で守る

防災教育の充実

を図る。  

 

①ICT 機器の整
備活用を進め、
職員間の情報共
有や校務の ICT
化をさらに推進
する。 
②地域探究を視
野に入れた防災
教育の充実を図
る。 

①職員間の連絡や
校務に利用する
ICT 機器やソフト
ウェアの整備を一
層進める。 
②昨年度に引き続
き予告なしの避難
訓練を実施するな
ど、より実践的な
訓練、地域の特性
を活かした訓練に
取組む。 
 

①機械警備が設定
される時刻以降、
残る職員の数を昨
年度より減少する
ことができたか。 
②ｱﾝｹｰﾄ等を実施
して学校周辺の
地域の防災につ
いて考え、非常
時の行動を意識
する生徒の割合
が８割に達して
いるか。 

①昨年度に引き続き、働き方改
革を推進することにより、昨年
度より学校に残る職員の数は減
少した。また、ICT 機器やソフ
トウェアの拡充により、職員間
の連絡等の利用が進んだ。 
②新型コロナウイルス感染感染
拡大防止のため、全校での避難
訓練は実現しなかった（アンケ
ート調査も未実施）。防災 LHR
を丁寧に企画し、事前予告なし
の訓練を実施した。また、防災
をテーマとした地域探究活動に
参加した生徒全員（20 人）
が、日頃の備えの大切さを再認
識した旨の振り返りを行った。 

①機械警備の設定時刻まで
未だ残る職員には、早めの
退勤について日々声かけを
行う。また ICT 機器やソフ
トウェアの活用に関し、十
分な研修等がなく、スキル
の修得が職員個人に委ねら
れている。 
②生徒が自分事として防災
意識を高める機会を防災訓
練と限定せず、地域探究活
動等の学習なども通して確
保していく。 

① 教職員の授業におけ
る ICT の活用が定着
しつつあることにつ
いて理解した。端末
の購入した以上、授
業での端末の活用が
充実する必要が常に
求められることを念
頭に、今後もスキル
アップ研修などを図
ってほしい。 

① ICT の校務利用を促進
し、働き方改革につなげ
る取組を拡充する。 

② 危機管理マニュアルの見
直しを行って、自助・公
助・共助の意識を醸成
し、急な事態にも慌てな
いよう、防災訓練の充実
を図る必要がある。 

① 先進的な学校の取組を
共有し、取り入れてい
く。全日制は19時30分
の機械警備を徹底す
る。 

② 教職員が危機管理マニ
ュアルに基づく行動を
理解し、生徒には、自
分の命を守るために必
要な行動を考えさせて
「総合的な探究の時
間」や LHR で DIG やハ
ザードマップを用いた
行動訓練を展開する。 

 


